
平成２８年度島根県人権問題県民意識調査について

１. 調査目的 

  県民の様々な人権に関する意識の現状を把握し、今後の施策のための基礎資料とする。

   ※「島根県人権施策推進基本方針（平成１２年策定、平成２０年第１次改定）」の第２次改定に活用

２. 調査概要 

 1) 調査地域： 島根県内全域

 2) 調査対象： 満１８歳以上の県内在住者

 3) 対象者数： ２,０００人

 4) 調査方法： 層化無作為抽出により選んだ対象者への郵送による調査

 5) 調査時期： 平成２８年９月

 6) 回収結果： 回収数１,０８８人  回収率５４.４％ （前回調査５３.１％）

３. 調査項目 

４. 調査結果 

別添「平成２８年度島根県人権問題県民意識調査報告書」 

(1)  人権尊重社会に対する感じ方   (2)  風習・習慣に対する意識 (3)  人権の知識・認識

(4)  女性の人権 (5)  子どもの人権  (6)  高齢者の人権 (7)  障がいのある人の人権

(8)  同和問題  (9)  外国人の人権 (10) 患者及び感染者等の人権

(11) 犯罪被害者とその家族の人権     (12) 刑を終えて出所した人の人権、

(13) インターネットによる人権侵害  (14) 性的少数者（同性愛、性同一性障がいなど）の人権

(15) ヘイトスピーチ   (16) 研修の参加状況   (17) 人権が尊重される社会に向けての取組み
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